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トモニホールディングスグループの「現在」をお届けします。
やっぱり“トモニ”を選んでよかったと言われる広域金融グループを目指して

い　ま

ミニディスクロージャー誌　2026.3

株主還元方針
トモニホールディングスは、徳島大正銀行及び香川銀行の銀行持株会社として、
東京証券取引所（プライム市場）に上場しています。

発行／令和8年6月
◯本誌は令和8年5月14日発表の決算短信に基づいて作成しています。
◯本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現在入手している
情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は、
様々な要因により大きく異なる可能性があります。

トモニホールディングスは、 利益の状況や自己資本の
状況等を踏まえつつ配当水準の安定維持に努め、 安定
的かつ持続的な株主還元を目指しています。
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当社は、令和7年9月4日付けで（株）日本
格付研究所(JCR)の長期発行体格付につ
いて「A」（シングルA)の格付を取得して
おり、当社グループの健全な経営体質が
評価されています。

（令和８年３月31日現在）

格付〈日本格付研究所〉
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1株当たり配当
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好調な収益を背景とした自己資本の充実を踏まえ、株主
還元を強化しています。
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徳島大学金融セミナー

香川大学金融セミナー

「徳島・香川トモニ市場」

みどり会「トモニうまいもん市」

大阪府
31店舗

香川県
59店舗

兵庫県
京都府
11店舗

東京都
8店舗

愛媛県
高知県
15店舗

岡山県
広島県
9店舗

徳島県
63店舗 インターネット支店

2店舗

設立日 
平成22年4月1日

所在地 
香川県高松市亀井町7番地1

主な銀行子会社 
徳島大正銀行・香川銀行

資本金 
302億円

店舗数 
198店舗（内出張所16店舗）
（銀行子会社単体合算）

従業員数 
2,184名

上場市場 
東京証券取引所（プライム市場）

第６次経営計画スタート
～さあ“トモニ”進もう
　　　　　　　次のステージへ～

お取引先の売上拡大支援への取組み

　当社グループの徳島大正銀行及び香川銀行は、東京交通会館の１階に常設しているアンテナ
ショップ「徳島・香川トモニ市場～ふるさと物産館～」の運営支援や、海外市場への販路拡大を希
望される地域事業者さまとの個別商談会である「トモニｍｉｎｉ商談会」の開催等を通じて、当社グ
ループのお取引先や徳島県・香川県の優れた特産品の販売・PR及び地域の情報発信を積極的に
行っています。
　その施策の一環として令和７年12月には、インテックス大阪で開催された「2025<年末>みど
り会優待販売会」に、「トモニうまいもん市」として、徳島大正銀行及び香川銀行のお取引先10社
が参加し、四国と大阪のおいしいものを販売しました。
　当社グループでは、お取引先の売上拡大を支援するとともに、地域金融グループとして地域経
済の活性化に努めています。

TOPICS ②

地域の学生を対象とした金融セミナーを実施

　当社グループでは、地域経済を支える人材育成の一環として、令和７年12月に国立大学法人
徳島大学並びに国立大学法人香川大学において、学生を対象に金融セミナーを開催しました。
　このセミナーは、地域の大学及び高専と締結している「持続可能な地域経済の発展に係る連
携・協力に関する協定書（略称：地域とともに産学連携）」に基づき実施したもので、当社グループ
の取組み等を通じて見えてくる地域金融機関の役割やポテンシャルについて、基礎的な金融知識
の習得だけでなく、銀行をより身近なものとして感じてもらうことを目的としています。
　当社グループでは、持続可能な地域経済の発展に貢献するため、相互に連携・協力し、地域経済
の活性化や人材育成等に取り組んでいます。

TOPICS ①

　トモニホールディングスは、徳島大正銀行と香川銀行の銀行
持株会社です。平成22年に徳島銀行（現・徳島大正銀行）と香川
銀行の経営統合による銀行持株会社として設立し、今年で17年
目を迎えました。
　当社は、令和８年４月から３か年計画である第６次経営計画を
スタートさせました。当計画は、第５次経営計画において掲げた
「10年後の目指す姿」の実現に向けた深化のフェーズと位置づ
け、継続性と進化性のバランスが取れた課題解決型の「次の３
年間の経営戦略・経営目標等」を示す計画としております。
　５つの基本戦略に基づく具体的施策に取り組むことにより、全
てのステークホルダーの皆さまとともに、次のステージへ進化
してまいりたいと考えております。

代表取締役社長 兼 CEO　中村　武
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面接会では、参加した取引先から
文化の違いを踏まえながら様々な質問が行われました。

TOPICS ①

羽ノ浦支店と松山支店を新築オープン
　令和７年11月17日、羽ノ浦団地支店を新店舗に移転するとともに、店名を
羽ノ浦支店に変更しました。また、令和８年３月９日には、松山支店を新築オー
プンしました。
　羽ノ浦支店の新店舗は、県道沿いのスーパーマーケットやホームセンター
の近隣となることから、地域の皆さまにより便利にご利用いただけるように
なりました。また、お客さまにゆったりお過ごしいただけるよう、ロビーや応
接室を旧店舗より拡張しました。
　今後もお客さまにより一層ご満足いただけるよう、利便性の向上とサービ
スの充実に努めてまいります。

TOPICS ②

羽ノ浦支店（外観） 羽ノ浦支店（ロビー）

松山支店（外観）

徳島大正銀行子会社「とくぎんトモニリンクアップ」が系統用蓄電池事業に参入
～ 令和８年夏ごろに運転開始予定　四国内の地方銀行グループで初 ～
　系統用蓄電池事業とは、天候や季節によって発電量が変動する再生可能エネルギーの導入が拡大する中、
電力の安定供給のために蓄電や放電を行うことにより、その出力変動を吸収し電力の需給バランスを最適化
することができる事業です。
　㈱グリーンエナジー＆カンパニーの100％子会社である
㈱グリーンエナジー・プラスが徳島県板野郡内で蓄電池設
備を施工し、完成後は㈱Sustechと連携して、国内の卸電
力市場、需給調整市場、容量市場において、電力の需給バ
ランスの調整や電力市場への最適な電力供給を行います。
　本事業への参入によって、再生可能エネルギーの普及・
促進に貢献するとともに、事業で得られた知見を活かして
地域のお客さまへのコンサルティングの強化につなげて
まいります。

TOPICS ①

国内トップリーグで活躍するハンドボールチーム
「香川銀行GiraSol kagawa（シラソル）」

TOPICS ②

▶

シラソル公式HP・SNS 

地域の人手不足解消を支援！
「外国人材紹介業務」の取組み
　職業紹介事業者として、令和7年4月からインドネシア国籍の特定技能外国人の紹
介を開始し、同年11月には前年に続いて同外国人の採用を目的とする面接会をインド
ネシア・ソロシティにおいて開催しました。最終選考の結果、介護分野において12名の
外国人材の採用につながりました。
　人材面における経営課題解決への対応策として、引き続き外国人材の紹介支援を
進めてまいります。

　シラソルは、国内トップリーグ「リーグH」に所属する、創設34年の歴史を誇るハンド
ボールチームです。日本代表選手も在籍し、「香川からオリンピック選手を！」を
合言葉に、日々競技力の向上に挑戦しています。
　また、次世代育成や地域イベントにも積極的に参加し、スポーツを通じて地域に元気
と活力を届けています。

直近の戦績
・第79回国民スポーツ大会　優勝（香川県勢初）
・第77回日本ハンドボール選手権大会　第3位
・2025-26 リーグH レギュラーシーズン　優勝（初）
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ＲＯＥを意識した経営の実践、ステークホルダーとの対話強化

収益力の強化
● 地域活性化、本業支援、地域密着型金融の推進、ソリューション・ビジネスの強化（非金利収入拡大）
● 関西・東京エリアや船舶関連向け貸出等への注力
● 金利ある世界における適正金利の確保
● 提案型営業・非対面チャネルの最適化
● 有価証券運用のパフォーマンス向上と総合損益改善

成長投資、利益還元、内部留保をバランスよく、より大きな形で実現
● 将来を見据えた戦略的投資
　 ☞ 積極的な貸出対応によるリスク・アセットの積み上げ
　 ☞ 従業員持株会向けＲＳの導入等による人的投資の拡大
● 安定的かつ持続的な利益還元
● 自己資本比率の安定的な維持

経費コントロールの強化
● 業務改革やＤＸ活用による業務の効率化及び生産性の向上

リスク管理の強化
● 与信集中リスクの回避、事業者支援の強化

リスクアセット・コントロールの強化
● ＲＯＲＡを意識した貸出金・有価証券運用の実践

情報開示、投資家等とのコミュニケーションの充実
● サステナビリティ・地域貢献活動等非財務情報の充実
● 機関投資家及び個人投資家向け説明会の継続的実施
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　当社は資本コスト、資本収益性及び市場評価に関する現状分析・評価の下、持続的な企業価値向上に向けて様々な取組みを行うことで、資
本コストや株価を意識した経営の実現を目指しています。
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ＲＯＥを意識した経営の実践、ステークホルダーとの対話強化

収益力の強化
● 地域活性化、本業支援、地域密着型金融の推進、ソリューション・ビジネスの強化（非金利収入拡大）
● 関西・東京エリアや船舶関連向け貸出等への注力
● 金利ある世界における適正金利の確保
● 提案型営業・非対面チャネルの最適化
● 有価証券運用のパフォーマンス向上と総合損益改善

成長投資、利益還元、内部留保をバランスよく、より大きな形で実現
● 将来を見据えた戦略的投資
　 ☞ 積極的な貸出対応によるリスク・アセットの積み上げ
　 ☞ 従業員持株会向けＲＳの導入等による人的投資の拡大
● 安定的かつ持続的な利益還元
● 自己資本比率の安定的な維持

経費コントロールの強化
● 業務改革やＤＸ活用による業務の効率化及び生産性の向上

リスク管理の強化
● 与信集中リスクの回避、事業者支援の強化

リスクアセット・コントロールの強化
● ＲＯＲＡを意識した貸出金・有価証券運用の実践

情報開示、投資家等とのコミュニケーションの充実
● サステナビリティ・地域貢献活動等非財務情報の充実
● 機関投資家及び個人投資家向け説明会の継続的実施
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MINI DISCLOSURE 

トモニホールディングスグループの「現在」をお届けします。
やっぱり“トモニ”を選んでよかったと言われる広域金融グループを目指して

い　ま

ミニディスクロージャー誌　2026.3

株主還元方針
トモニホールディングスは、徳島大正銀行及び香川銀行の銀行持株会社として、
東京証券取引所（プライム市場）に上場しています。

発行／令和8年6月
◯本誌は令和8年5月14日発表の決算短信に基づいて作成しています。
◯本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現在入手している
情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は、
様々な要因により大きく異なる可能性があります。

トモニホールディングスは、 利益の状況や自己資本の
状況等を踏まえつつ配当水準の安定維持に努め、 安定
的かつ持続的な株主還元を目指しています。
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当社は、令和7年9月4日付けで（株）日本
格付研究所(JCR)の長期発行体格付につ
いて「A」（シングルA)の格付を取得して
おり、当社グループの健全な経営体質が
評価されています。

（令和８年３月31日現在）

格付〈日本格付研究所〉

令和5年
3月期

令和4年
3月期

当期純利益
（億円）

1株当たり配当
（円）

令和6年
3月期

令和7年
3月期

令和8年
3月期

令和9年
3月期
（予想）

好調な収益を背景とした自己資本の充実を踏まえ、株主
還元を強化しています。




